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中期経営計画概要
2006年～2008年

２００６年３月１０日
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最終年度の連結業績目標

2，000

84，000

86，000

2005年予想

5，0007,2002，2001，960営 業 利 益

82，561

84，521

2005年実績

500

5，500

2006年との
増減

84,800

92,000

2008年目標

84，300営 業 費 用

86，500営 業 収 益

2006年予想

百万円

＊2008年営業利益：ＫＮＴ本体で50億円、グループ会社22億円（旅行業約18億円、
ホテル業約1億円、損害保険業約3億円）
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連結グループ会社概要

旅行業：ツーリストサービス、ユナイテッドツアーズ、ケイアイイーチャイナ
相鉄観光、昭和トラベラーズクラブ

＜海外旅行会社＞近鉄インターナショナル（ＵＳＡ、ＥＵＲ、 ＯＣＥ）等

保険業：再保険会社 Ｈ＆Ｍ ＩＮＳＵＲＡＮＣＥ ＨＡＷＡＩＩ

ＧＲＩＦＦＩＮ ＩＮＳＵＲＡＮＣＥ

ホテル：箱根高原ホテル、奥日光高原ホテル
沖縄都ホテル（持分法適用）

その他：近畿日本ツーリスト情報システム、ツーリストエキスパーツ
近畿日本ツーリスト東京事務センターなど

連結子会社：32社 持分法適用非連結子会社：2社
持分法適用関連会社：4社
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最終年度の単体業績目標

500

16，870

52，630

69，500

14．0

70，000

500，000

2005年予想

5，00075,00070，00068，005営 業 収 益

0．3414.3414．014．24収 益 率

5，000

18,400

51,600

70,000

523,000

2008年目標

4，000

1，000

0

1，000

23，000

2006年
との増減

1，000

17，400

51，600

69，000

500，000

2006年予想

割戻手数料

純 費 用 51，408

16，288

309営 業 利 益

67，696営 業 費 用

477，543売 上 高

2005年実績

百万円,%

＜２００６年予想と最終年との比較＞
＊営業収益は収益率のＵＰ（売上減価パンフレットコスト△3億円、商品構成の変化等）で

18億円、販売の拡大で32億円と50億円の増収。
＊営業費用の純費用は横ばい、プラットフォームによる提携販売の拡大で割戻手数料

10億円の増加で、合計10億円の増加。
＊営業利益で40億円の増加。
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営業費用（純費用）

2005年当初予想より△12億円の主な要因

コンピューター経費：△3億円

事務所維持費 ：△3億円

人件費・退職給付費用等：△6億円

2005年実績と2006年予想の差異

コンピューター経費：△2億円

パンフレット発送等の運送費：△2億円

事務所維持費（店舗の改装等）：4億円

ＣＲＭ関連費用：2億円

人件費：給料手当は社員構成比の変化で減少、臨時給は増加。
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商品別売上高（単体）

25，000

500，000

2，800

6，600

123，200

207，700

159，700

2005年予想

23，000523,000500，000477，543合 計
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230,500

168,100

2008年目標

25，00025,00020,000ｅ ビ ジ ネ ス

△ 2，0003，0003，657そ の 他

2，6007，0006，295国 際 旅 行

△2，400116，200121，057ク ー ポ ン な ど

16，200214，300199，197企 画 旅 行

8，600159，500147，337団 体 旅 行

2006年と
の増減

2006年予想2005年実績

百万円
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商品別売上高（単体）
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商品別営業収益（単体）

14．24

69．24
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商品別営業収益（単体）
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企画旅行販売チャネル別営業収益
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団体旅行：ＥＣＣ・その他団体別営業収益
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ＥＣＣのシェアの拡大
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成長戦略

１，企画旅行「メイト」（国内パッケージ）

「ホリデイ」（海外パッケージ）の販売拡大

２，団体旅行：ソリューション提案による

ＥＣＣへの取り組み強化

３，プラットフォーム戦略の推進
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１，「メイト」「ホリデイ」の販売拡大
商品・店舗・提販戦略

■商品展開：アクティブシニアをターゲットに春には新シリーズを商品化

■店舗展開：直営店は店舗コンセプトを明確にし、次世代型店舗を展開

4月に都内に次世代型店舗のパイロット店をオープン。コミュ

ニケーションとコンサルティング機能を重視した店舗デザイン

ＴＳによる量販店やショッピングゾーンへの小規模店舗の展開

■提携販売の拡大：ＯＥＭ販売やチャーター等の共同企画・販売の強化

＜今年のチャーター戦略＞ オフラインダイレクト

地方空港発着フライトを増やし、エアーズロック1,000名、カナダ

1,000名をはじめ2万名（前年比140％）の目標
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一般的に従来旅行業の重荷といわれている「リアルの店舗」、「優秀な社
員（人財）」、「パンフレット」の3つを強みにする 。

「リアル店舗」、「人財」、「パンフレット」と「パソコン」、「携帯電話」、「デジタ
ルテレビ」の融合。

今まで実験的に行ってきた「カシャ旅」を本格稼働する。

夏を目処に携帯電話で「本日の宿」を販売する。

Web、携帯と印刷物などの販売ツールをうまく融合させることでWeb専業
者に勝ち、インフラを持つ携帯キャリア各社はもちろんのこと通信企業や
出版会社に限らず、会員システムやポイントシステムを有する優良企業や
カード会社との連携強化を図っていく。

クロスメディア戦略①
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クロスメディア戦略② 具体的な取り組み

＜平成17年＞

■2月 「カシャ旅」サービス開始
ＱＲコードで読み取る携帯電話での宿泊予約の販売

■7月 「旅ツウ」オープン

インターネット販売会社マーキュリー２２との提携販売により、

新たにサイトをＯＰＥＮ

■7月 「Map Fan Web」商品提供

■10月 携帯３キャリア（NTTドコモ、AU、ボーダフォン）に

カシャ旅の公式サイトオープン

＜平成18年＞

■2月 マーキュリー22と資本提携
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２，ＥＣＣへの取り組み強化

■ソリューション提案力の強化
①研修等による人材の育成

例）地域振興プロデューサー養成の研修

営業力強化研修の実施

②ナレッジの共有化、業務の効率化のため、ＥＣＣ専門店を集中化

(Ｈ18年1月から）

■旅行業のノウハウを生かした事業領域の拡大
地域再生プロジェクトに人を派遣：鳥羽、稚内,芦原、桑名

公設民営（指定管理者制度に参入）

別府ビーコンプラザ（Ｈ18年4月）、

島根県立古代出雲歴史博物館（Ｈ19年3月）

地域ブランディング事業への取り組み（国内旅行のインバウンド）
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３，プラットフォーム戦略の推進

■目的

旅行業の現状を根本的改革するため、共有可能な機能は

会社の枠を超えてプラットフォームを組み、各社でシナジー

効果を生み出していく。

■共有プラットフォームの基準・・・キーワードは「個性」

それぞれが保有しなくても会社の「個性」に影響しないもの

「個性」に多少の影響があっても共有化により大幅にコスト
構造が変わるもの

「共有化」「標準化」により営業力の強化になるもの
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■他社(同業・異業種）との協業体制の構築
業務・販売・資本提携、商品提供など、様々な形での販売・

業務上の連携を進め、各社が単独で持っているプラット

フォームを共有化する。

■プラットフォームの7つのアイテム
①商品企画・造成・販売

②予約販売システム

③Web販売機能

④国内・海外仕入

⑤社員教育システム

⑥リスクマネジメント

⑦駅・グループの活用
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具体的な取り組み ①
＜一部の会社をご紹介＞

相鉄観光
メイト・ホリデイのインストアシェアが３０％強に。売上高は前年比メイト１５３％、
ホリデイ１７１％にアップ

読売旅行
当社がランドを提供したチャーターアライアンスとして昨年夏にエアーズロック、アイス
ランドを販売
当社の危機管理のプラットフォームを共有し、バリ島でのテロに際し当社のリカバリー
セミナーや研修旅行に参加、危機管理情報を配信
北海道キャンペーンの共同展開

南海国際旅行
メイト・ホリデイの売上実績は前年比131％にアップ
営業所のない沿線の駅構内にパンフレットラック20台配備し、南海沿線住民に宣伝
告知とカシャ旅の販促実施
当社のカウンター実務者研修に同社から8名参加
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具体的な取り組み ②

昭和トラベラーズクラブ
昨年12月22日に、昭和自動車グループの子会社であった昭和トラベ
ラーズクラブを子会社化
昭和グループはトヨタ系の会社として販社、レンタカー、L&F（ロジステッ
ク＆フォークリフト）、修理などの会社11社を含む総勢31社、6,000名の
社員数を抱える北部九州地区の優良企業群

北部九州地域における販売ネットワークの拡充と地域密着型団体・昭和
グループ内での営業を推進中

フライト・センター株式会社(Fcm Travel Solutions社)

平成17年8月にオーストラリア最大の総合旅行会社とビジネストラベル分
野の業務提携し、同社のBTM事業子会社のFcm Travel Solutions社の
顧客とのＢＴＭ契約を受注（年間業務出張取扱高は約１億円）
今後、同社が契約している約50社のグローバル企業の日本支社、東京
支店の出張ビジネスの取り扱いを取り込む。
今年の目標は5社、売上高6億円
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今後の展開
１，地域新聞社およびその系列旅行会社との連携

KNTが得意とする団体営業でのソリューション提案力を新聞社の
情報ネットワークで活かす。

２，インハウス系旅行会社との業務・販売提携
両者でプラットフォームの共有化を進めていく。

①ＴＩＡＳのサポート業務の利用を開始
②ＴＳ海外土産品のＷｅｂリンクを開始
③ＴＥＸの添乗員派遣の交渉を開始
④グループイントラ内のホームページから当社のホームページ

へのリンク

３，ある分野に強い会社との資本提携
旅行需要のある特定分野（国際会議等）において、歴史・信頼・実

績を持つ会社との資本提携を含んだ提携交渉


